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令和４年度豊山町一般会計・特別会計歳入歳出決算の

審査意見について

地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により、審査に付された
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令和４年度 豊山町一般会計・特別会計歳入歳出決算審査意見書

第１ 審査の期間
令和５年７月２７日から８月９日

第２ 審査の方法
地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により、町長から審査に付

された各会計歳入歳出決算書、事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する

調書について、会計管理者所管の歳入簿、歳出簿その他関係帳票、証拠書類を町当局の

立会いのもとに、各部局から提出された資料と照合し、計数の正確性を確認するととも

に、予算の目的に従って効率的かつ合法的に執行されているか等を主眼に審査した。

なお、証拠書類等について全般に亘って審査を行う事は不可能につき、例月出納検査

の結果を参考にし抽出的に進めた。

第３ 審査の結果
審査に付された一般会計・特別会計の歳入歳出決算書及びその他附属書類は、いずれ

も関係法令に準拠して作成され、かつ、その計数には誤りがなく、会計年度残高と金融

機関発行の残高証明書を突合した結果、正確であることが認められた。また、予算の執

行についても良好であり、財政は適切に運営されているものと認められた。

各会計における概要及び意見は、次のとおりである。

（１）公有財産 ３９

（２）物品 ３９

（３）基金 ３９

（４）町営住宅敷金及び利子 ４０

むすび ４１

（注記）文中及び各表中の比率等の用法は次のとおりである。 
 
（１）比率  ・・・ 原則として小数点第２位を四捨五入したもの。 
（２）「－」 ・・・ 算出不能なもの又は該当数値のないもの。 
（３）「△」 ・・・ 負数。 
（４）構成比 ・・・ 合計が１００％になるように一部調整したもの。 
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第４ 決算の概要

１．各会計の総括

令和４年度の一般会計及び特別会計の歳入歳出決算総額は、次表のとおりである。

決 算 総 額 の 状 況
（単位 円・％）

区 分 予算現額

歳 入 歳 出

差引残額
金 額

対予算

執行率
金 額

対予算

執行率

一般会計

特別会計

決算総額

決 算 総 額 の 前 年 度 比 較
（単位 円・％）

区 分 令和４年度 令和３年度 増減額 前年度対比

歳入

一般会計 △

特別会計 △

合 計 △

歳出

一般会計 △

特別会計 △

合 計 △

歳入歳出

差引残額

一般会計 △

特別会計

合 計 △
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２．一般会計

一般会計の予算現額は、当初予算額 円に、補正予算額 円

と継続費及び繰越事業費繰越財源充当額 円を加えた 円であ

る。これは、当初予算額と比べると、 増加しており、前年度の予算現額

円と比べ ％減少している。

決算収支状況の推移は次表のとおりであり、本年度は歳入決算額 円、

歳出決算額 円で、差引した形式収支は 円の黒字となってい

る。

この形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源 円を控除した実質収支も

円の黒字となっている。

また、実質収支から前年度の実質収支 円を差し引きした単年度収支は

円の赤字となっている。

決 算 収 支 状 況 の 推 移

（単位 円）

区 分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

歳入決算額

歳出決算額

歳 入 歳 出

差 引 残 額

翌年度へ繰り

越すべき財源

実 質 収 支

単年度収支 △
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第４ 決算の概要

１．各会計の総括

令和４年度の一般会計及び特別会計の歳入歳出決算総額は、次表のとおりである。
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金 額

対予算
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（１）歳入

ア 歳入の概況

一般会計の歳入の概況は、次のとおりである。

予 算 現 額 円

調 定 額 円

収 入 済 額 円

不納欠損額 円

収入未済額 円

歳入決算額は 円で、前年度 円に比べ 円

（ ）減少しており、予算現額に対し 、調定額に対し の収入率となって

いる。

款別歳入決算額の状況は次表のとおりであり、構成比では町税が ％、次いで国

庫支出金 ％、地方消費税交付金 ％、繰越金 ％の順となっており、これら

４科目で歳入総額の ％を占めている。
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款 別 歳 入 決 算 額 の 状 況

（単位 円・％）

区分
令和４年度 令和３年度

増減額
前年度

対比金額 構成比 金額 構成比

町 税 △

地 方 譲 与 税 △

利 子 割 交 付 金 △

配 当 割 交 付 金 △

株式等譲渡所得割

交 付 金
△

法人事業税交付金

地方消費税交付金

自 動 車 税 環 境

性 能 割 交 付 金

国有提供施設等所在

市町村助成交付金

地 方 特 例 交 付 金 △

地 方 交 付 税 △

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金
△

分担金及び負担金 △

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金 △

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金 △

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

合 計 △
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４科目で歳入総額の ％を占めている。
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イ 款別決算の状況

各款別決算の状況は、次のとおりである。

１款 町税

（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
徴 収 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。

税目別の収入状況は次表のとおりであり、その主な構成比は、固定資産税 、町民

税 ％、都市計画税 ％、たばこ税 ％となっている。

町 税 税 目 別 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分

令和４年度 令和３年度

増減額
前年度

対 比
金 額 構成比 金 額 構成比

町
民
税

個 人

法 人 △

小 計 △

固
定
資
産
税

固 定 資 産

交付金・納付金 △

小 計

軽自動車税

た ば こ 税 △

都市計画税

合 計 △
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現年課税分、滞納繰越分の町税収入状況は次表のとおりである。徴収率は、現年課税

分が 、滞納繰越分は 、合計は となっている。

税負担の公平性のためにも、引き続き徴収率向上へ努力されることを望む。

町 税 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額

徴 収 率

令 和

年度

令 和

年度

令 和

年度

現年課税分

滞納繰越分

合 計

不納欠損額の事項別内訳は次表のとおりであり本年度の不納欠損額は、前年度

円に比べ 円 増加している。

不 納 欠 損 額 の 事 項 別 内 訳
（単位 円）

区 分
法
※

第
１

１５条の７第４項 法
※

第
２

１５条の７第５項 法
※ ３

第 １ ８ 条 合 計

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

町
民
税

個 人

法 人

小 計

固定資産税

軽自動車税

都市計画税

合 計

都市計画税は固定資産税に含めて収納するため件数は（ ）で表記した

※１ 法第１５条の７第４項は、滞納処分の執行停止から３年間継続したもの

※２ 法第１５条の７第５項は、滞納処分の執行を停止した場合で、徴収金が限定承認に係るものであるか、

徴収することができないことが明らかなもの

※３ 法第１８条は、法定納期限から５年間経過したもの
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町税収入済額に対する町民の町税負担状況の推移は、次表のとおりである。

町 民 の 町 税 負 担 状 況 の 推 移

区 分 平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

町税収入済額 千円

人 口 人
住基人口 現在

世 帯 数 世 帯

町民１人あたり 円

１世帯あたり 円
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２款 地方譲与税
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

地 方 譲 与 税 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令和４年度 令和３年度

増減額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

航空機燃料譲与税 △

森林環境譲与税

合 計 △

３款 利子割交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している｡

４款 配当割交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。
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１世帯あたり 円
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５款 株式等譲渡所得割交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。

６款 法人事業税交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 増加している。

７款 地方消費税交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ、 円 増加している。

８款 自動車税環境性能割交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ、 円 増加している。
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９款 国有提供施設等所在市町村助成交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ、 円（ ）増加している。

１０款 地方特例交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は､前年度 円に比べ 円（ ）減少している｡

１１款 地方交付税
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。

地方交付税の推移は、次表のとおりである。

地 方 交 付 税 の 推 移
（単位 円・％）

区 分 平成 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

普通交付税

特別交付税

合 計

前年度対比

歳入決算額に

占 め る 比 率

- 10 - 
 

５款 株式等譲渡所得割交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。

６款 法人事業税交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 増加している。

７款 地方消費税交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ、 円 増加している。

８款 自動車税環境性能割交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ、 円 増加している。
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１２款 交通安全対策特別交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ、 円 減少している。

１３款 分担金及び負担金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
収 入 率

対予算 対調定

収入の内訳は次表のとおりである。

なお、収入未済額は、児童福祉費負担金（保育料）である。

保育料は保育園運営の自主財源になるので、負担の公平性のためにも収納の向上に努力

されることを望む。

負 担 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 金 額

社会福祉費負担金 △

児童福祉費負担金 △

合 計 △

１４款 使用料及び手数料
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 増加している。

使用料及び手数料の項別の内訳は、次のとおりである。
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１項 使用料

収入状況は次表のとおりである。

使 用 料 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

総 務 使 用 料 △

民 生 使 用 料

土 木 使 用 料 △

教 育 使 用 料

合 計

２項 手数料

収入状況は、次表のとおりである。

手 数 料 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

総 務 手 数 料

衛 生 手 数 料

土 木 手 数 料

教 育 手 数 料

合 計
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１２款 交通安全対策特別交付金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ、 円 減少している。

１３款 分担金及び負担金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
収 入 率

対予算 対調定

収入の内訳は次表のとおりである。

なお、収入未済額は、児童福祉費負担金（保育料）である。

保育料は保育園運営の自主財源になるので、負担の公平性のためにも収納の向上に努力

されることを望む。

負 担 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 金 額

社会福祉費負担金 △

児童福祉費負担金 △

合 計 △

１４款 使用料及び手数料
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 増加している。

使用料及び手数料の項別の内訳は、次のとおりである。
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１５款 国庫支出金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。

項別の内訳は、次のとおりである。

１項 国庫負担金

収入状況は、次表のとおりである。

国 庫 負 担 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減 額 前年度対比

民生費国庫負担金

衛生費国庫負担金

合 計

２項 国庫補助金

収入状況は次表のとおりである。

国 庫 補 助 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

総務費国庫補助金

民生費国庫補助金 △

衛生費国庫補助金 △

土木費国庫補助金 △

教育費国庫補助金

商工費国庫補助金 △

合 計 △
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３項 国庫委託金

収入状況は次表のとおりである。

国 庫 委 託 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

総務費委託金 △

民生費委託金

合 計 △

１６款 県支出金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 増加している。

項別の内訳は、次のとおりである。

１項 県負担金

収入状況は、次表のとおりである。

県 負 担 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減 額 前年度対比

民生費県負担金
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１５款 国庫支出金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。

項別の内訳は、次のとおりである。

１項 国庫負担金

収入状況は、次表のとおりである。

国 庫 負 担 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減 額 前年度対比

民生費国庫負担金

衛生費国庫負担金

合 計

２項 国庫補助金

収入状況は次表のとおりである。

国 庫 補 助 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

総務費国庫補助金

民生費国庫補助金 △

衛生費国庫補助金 △

土木費国庫補助金 △

教育費国庫補助金

商工費国庫補助金 △

合 計 △
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２項 県補助金

収入状況は、次表のとおりである。

県 補 助 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

総 務 費 県 補 助 金

民 生 費 県 補 助 金

衛 生 費 県 補 助 金

農林水産業費県補助金

商 工 費 県 補 助 金 △

土 木 費 県 補 助 金

消 防 費 県 補 助 金 △

教 育 費 県 補 助 金 △

合 計

３項 県委託金

収入状況は、次表のとおりである。

県 委 託 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

総務費委託金

民生費委託金 △

衛生費委託金

教育費委託金 △

合 計
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１７款 財産収入
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 増加となっている。

収入状況は次表のとおりである。

財 産 収 入 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

財産運用収入

財産売払収入 △

合 計

１８款 寄附金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 ％ 減少している。

１９款 繰入金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 ％ 増加している。

収入状況は次表のとおりである。
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２項 県補助金

収入状況は、次表のとおりである。

県 補 助 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

総 務 費 県 補 助 金

民 生 費 県 補 助 金

衛 生 費 県 補 助 金

農林水産業費県補助金

商 工 費 県 補 助 金 △

土 木 費 県 補 助 金

消 防 費 県 補 助 金 △

教 育 費 県 補 助 金 △

合 計

３項 県委託金

収入状況は、次表のとおりである。

県 委 託 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

総務費委託金

民生費委託金 △

衛生費委託金

教育費委託金 △

合 計
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繰 入 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

特別会計繰入金

基 金 繰 入 金

合 計

２０款 繰越金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円（ 増加している。
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２１款 諸収入
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
収 入 率

対予算 対調定

収入未済額のうち 円は給食費である。給食費は給食材料の購入財源となるの

で、負担の公平性のためにも収納の向上に努力されることを望む。

収入状況は、次表のとおりである。

諸 収 入 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

延滞金・加算金及び過料 △

町 預 金 利 子 △

貸 付 金 元 利 収 入 △

雑 入

合 計

２２款 町債
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 ％ 増加している。
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繰 入 金 の 収 入 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

特別会計繰入金

基 金 繰 入 金

合 計

２０款 繰越金
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円（ 増加している。
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（２）歳出

ア 歳出の概況

一般会計の歳出の概況は、次のとおりである。

予 算 現 額 円

支 出 済 額 円

翌年度繰越額 円

不 用 額 円

歳出決算額は、前年度 円に比べ 円（ 減少しており、

予算現額に対し の執行率となっている。

不用額は 円で、予算現額に対する比率は となっている。

款別歳出決算額の状況は次表のとおりであり、構成比の高い順に民生費（ ％）、総

務費（ ％）、教育費（ ％）となっている。

また、前年度に比べ増加した主なものは、総務費 円（前年度対比 ％）、

土木費 円（前年度対比 ％）、教育費 円（前年度対比 ％）、

減少した主なものは、衛生費△ 円（前年度対比 ％）、民生費△

円（前年度対比 ％）、商工費△ 円（前年度対比 ％）

である。

- 20 -



- 21 - 
 

款 別 歳 出 決 算 額 の 状 況
（単位 円・％）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度

増 減 額
前年度

対 比金 額 構成比 金 額 構成比

議 会 費

総 務 費

民 生 費 △

衛 生 費 △

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費 △

土 木 費

消 防 費 △

教 育 費

公 債 費

予 備 費

合 計 △

イ 款別決算の状況

各款別決算の状況は、次のとおりである。

１款 議会費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前年度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

支出済額の主なものは、議員報酬 円、議員期末手当 円、職員給

与 円、議員町村共済費 円である。
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（２）歳出

ア 歳出の概況

一般会計の歳出の概況は、次のとおりである。

予 算 現 額 円

支 出 済 額 円

翌年度繰越額 円

不 用 額 円

歳出決算額は、前年度 円に比べ 円（ 減少しており、

予算現額に対し の執行率となっている。

不用額は 円で、予算現額に対する比率は となっている。

款別歳出決算額の状況は次表のとおりであり、構成比の高い順に民生費（ ％）、総

務費（ ％）、教育費（ ％）となっている。

また、前年度に比べ増加した主なものは、総務費 円（前年度対比 ％）、

土木費 円（前年度対比 ％）、教育費 円（前年度対比 ％）、

減少した主なものは、衛生費△ 円（前年度対比 ％）、民生費△

円（前年度対比 ％）、商工費△ 円（前年度対比 ％）

である。
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２款 総務費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前年度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

項別内訳は、次表のとおりである。

総 務 費 の 支 出 状 況
（単位 円・％）

区 分

令 和 ４ 年 度
前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率 構成比

総務管理費

徴 税 費 △

戸 籍 住 民

基本 台帳 費
△

選 挙 費

統計調査費 △

監査委員費

合 計

１項 総務管理費

支出済額の主なものは、職員給与 円、財政調整基金積立金 円、

公共施設等保全整備基金積立金 円、電算システム委託料 円、電

算システム賃借料 円である。

２項 徴税費

支出済額の主なものは、職員給与 円、町税過誤納還付金 円であ

る。

３項 戸籍住民基本台帳費

支出済額の主なものは、職員給与 円、事務職員派遣委託料 円で

ある。
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４項 選挙費

支出済額の主なものは、参議院議員総選挙共通事業 円、知事選挙共通事業

円である。

５項 統計調査費

支出済額の主なものは、統計調査員報酬 円である。

６項 監査委員費

支出済額の主なものは、監査員報酬 円である。

３款 民生費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

△

項別内訳は、次表のとおりである。

民 生 費 の 支 出 状 況
（単位 円・％）

区 分

令 和 ４ 年 度
前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率 構成比

社会福祉費

児童福祉費 △

災害救助費 △

合 計 △

１項 社会福祉費

支出済額の主なものは、職員給与 円、国民健康保険特別会計繰出金

円、保険基盤安定繰出金 円、介護特会介護給付費繰出金

円､障害者福祉サービス給付費 円、子ども医療費 円

である。
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２款 総務費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前年度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

項別内訳は、次表のとおりである。

総 務 費 の 支 出 状 況
（単位 円・％）

区 分

令 和 ４ 年 度
前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率 構成比

総務管理費

徴 税 費 △

戸 籍 住 民

基本 台帳 費
△

選 挙 費

統計調査費 △

監査委員費

合 計

１項 総務管理費

支出済額の主なものは、職員給与 円、財政調整基金積立金 円、

公共施設等保全整備基金積立金 円、電算システム委託料 円、電

算システム賃借料 円である。

２項 徴税費

支出済額の主なものは、職員給与 円、町税過誤納還付金 円であ

る。

３項 戸籍住民基本台帳費

支出済額の主なものは、職員給与 円、事務職員派遣委託料 円で

ある。
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２項 児童福祉費

支出済額の主なものは、職員給与 円、児童手当 円、保育園会

計任用職員報酬・期末手当 円である。

３項 災害救助費

支出済額は無し。

４款 衛生費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

△

項別内訳は、次表のとおりである。

衛 生 費 の 支 出 状 況
（単位 円・％）

区 分

令 和 ４ 年 度
前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率 構成比

保健衛生費 △

清 掃 費 △

合 計 △

１項 保健衛生費

支出済額の主なものは、職員給与 円、成人検診委託料 円、予防

接種委託料 円である。

２項 清掃費

支出済額の主なものは、塵芥処理運搬業務委託料 円、廃棄物処理委託料

円、北名古屋衛生組合負担金（ごみ） 円である。
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し尿汲み取り量及び搬送量並びにし尿汲取券の使用状況は、次表のとおりである。

し 尿 汲 み 取 り 量 及 び 搬 送 量

（単位 ㍑・％）

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 量 前年度対比

汲み取り量 △

搬 送 量 △

し 尿 汲 取 り 券 の 使 用 状 況

（単位 枚）

区 分 前年度末
令和４年度

購 入 分
旧券交換分

令和４年度

売 捌 分
残 数

し

尿

汲

取

券

１８㍑券 旧 新
新

旧

新

旧

３６㍑券 旧 新
新

旧

新

旧

令和４年１０月にし尿券の価格改定を行った。上表において、価格改定前の券を「旧」、

価格改定後の券を「新」と表記している。

業者からの使用済回収券（し尿汲取１８㍑券５４枚、３６㍑券６，９１６枚）は、毎月、

封入のうえ鍵付キャビネットで保管し、年度末に溶解処理した。

５款 労働費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増減額

前 年 度

対 比

支出済額は、県労働者福祉協議会尾張北支部負担金 円である。

６款 農林水産業費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前 年 度

対 比

支出済額の主なものは、農業用水路維持工事 円である。
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２項 児童福祉費

支出済額の主なものは、職員給与 円、児童手当 円、保育園会

計任用職員報酬・期末手当 円である。

３項 災害救助費

支出済額は無し。

４款 衛生費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

△

項別内訳は、次表のとおりである。

衛 生 費 の 支 出 状 況
（単位 円・％）

区 分

令 和 ４ 年 度
前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率 構成比

保健衛生費 △

清 掃 費 △

合 計 △

１項 保健衛生費

支出済額の主なものは、職員給与 円、成人検診委託料 円、予防

接種委託料 円である。

２項 清掃費

支出済額の主なものは、塵芥処理運搬業務委託料 円、廃棄物処理委託料

円、北名古屋衛生組合負担金（ごみ） 円である。
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７款 商工費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前 年 度

対 比

△

支出済額の主なものは、小規模企業等振興資金預託金 円、プレミアム付商

品券業務委託料 円、新商品開発支援補助金 円である。

８款 土木費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

項別内訳は、次表のとおりである。

土 木 費 の 支 出 状 況
（単位 円・％）

区 分

令 和 ４ 年 度
前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比
予算現額 支出済額

翌年度

繰越額
不 用 額 執行率 構成比

土木管理費 △

道路橋梁費 △

河 川 費

都市計画費

住 宅 費

合 計
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１項 土木管理費

支出済額の主なものは、職員給与 円、公共下水道事業特別会計繰出金

円である。

２項 道路橋梁費

支出済額の主なものは、側溝改良工事 円、道路管理計画策定委託料

円、道路維持工事 円である。

３項 河川費

支出済額の主なものは、建設工事委託料 円、機器保守委託料 円

である。

４項 都市計画費

支出済額の主なものは、職員給与 円、都市公園整備計画策定委託料

円である。

５項 住宅費

支出済額の主なものは、施設改修工事 円である。

９款 消防費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前 年 度

対 比

△

支出済額の主なものは、西春日井広域事務組合負担金 円、防災行政無線設

備保守委託料 円である。

款 教育費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

項別内訳は、次表のとおりである。
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７款 商工費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前 年 度

対 比

△

支出済額の主なものは、小規模企業等振興資金預託金 円、プレミアム付商

品券業務委託料 円、新商品開発支援補助金 円である。

８款 土木費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

項別内訳は、次表のとおりである。

土 木 費 の 支 出 状 況
（単位 円・％）

区 分

令 和 ４ 年 度
前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比
予算現額 支出済額

翌年度

繰越額
不 用 額 執行率 構成比

土木管理費 △

道路橋梁費 △

河 川 費

都市計画費

住 宅 費

合 計
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教 育 費 の 支 出 状 況
（単位 円・％）

区 分

令 和 ４ 年 度
前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比予 算 現 額 支 出 済 額
翌 年 度

繰 越 額
不 用 額 執行率 構成比

教育総務費

小 学 校 費

中 学 校 費

学校給食費

幼 稚 園 費

社会教育費 △

保健体育費

合 計

１項 教育総務費

支出済額の主なものは、職員給与 円、要保護準要保護児童生徒就学援助費

円となっている。

２項 小学校費

支出済額の主なものは、会計年度任用職員報酬・期末手当 円、システム機

器賃借料 円である。

３項 中学校費

支出済額の主なものは、会計年度任用職員報酬・期末手当 円、システム機

器賃借料 円である。

４項 学校給食費

支出済額の主なものは、職員給与 円、賄材料費 円、給食調理委

託料 円である。

５項 幼稚園費

支出済額の主なものは、子育てのための施設等利用給付費負担金 円である。

６項 社会教育費

支出済額の主なものは、職員給与 円、学習等供用施設指定管理委託料

円である。

７項 保健体育費

支出済額の主なものは、体育施設指定管理委託料 円、土地賃借料

円である。
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款 公債費
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不用額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

支出済額の内訳は、元金 円、利子 円である。

款 予備費

本年度の予備費の充用は無しである。
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教 育 費 の 支 出 状 況
（単位 円・％）

区 分

令 和 ４ 年 度
前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比予 算 現 額 支 出 済 額
翌 年 度

繰 越 額
不 用 額 執行率 構成比

教育総務費

小 学 校 費

中 学 校 費

学校給食費

幼 稚 園 費

社会教育費 △

保健体育費

合 計

１項 教育総務費

支出済額の主なものは、職員給与 円、要保護準要保護児童生徒就学援助費

円となっている。

２項 小学校費

支出済額の主なものは、会計年度任用職員報酬・期末手当 円、システム機

器賃借料 円である。

３項 中学校費

支出済額の主なものは、会計年度任用職員報酬・期末手当 円、システム機

器賃借料 円である。

４項 学校給食費

支出済額の主なものは、職員給与 円、賄材料費 円、給食調理委

託料 円である。

５項 幼稚園費

支出済額の主なものは、子育てのための施設等利用給付費負担金 円である。

６項 社会教育費

支出済額の主なものは、職員給与 円、学習等供用施設指定管理委託料

円である。

７項 保健体育費

支出済額の主なものは、体育施設指定管理委託料 円、土地賃借料

円である。
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３．特別会計

概要

特別会計は５会計からなり、これらの予算現額の総額は 円となっている。

決算収支の状況は次表のとおりであり、歳入歳出決算額は、歳入 円、歳

出 円で、差引きした形式収支は 円の黒字となっている。

この形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源 円を控除した実質収支も 円

の黒字となっている。

また､実質収支から前年度実質収支 円を差し引いた単年度収支は

円の黒字となっている。

なお、一般会計からの繰入金は 円で、前年度 円に比べ

円 増加している。

特 別 会 計 決 算 収 支 の 状 況
（単位 円）

区 分 年度 歳入決算額 歳出決算額
歳入歳出

差引残額

翌年度へ繰り

越すべき財源
実質収支 単年度収支

国民健康保険 △

差引 △ △

後期高齢者

医療

差引

介 護 保 険 △

差引

介護サービス

事業

差引

公共下水道

事業
△

差引 △ △

合 計 △

差引 △ △
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（１）国民健康保険特別会計
（単位 円・％）

予 算 現 額

決 算 額

歳 入
対予算

執行率
歳 出

対予算

執行率
差 引 残 額

差引額 円から前年度実質収支 円を差し引いた単年度収支は

円の黒字となっている。

歳入
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
徴 収 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。

収入済額の主なものは、国民健康保険税 円、県補助金 円であ

る。

一般会計からの繰入金は 円で、前年度 円に比べ 円

（ 減少している。

国民健康保険税

国民健康保険税収入の推移は次表のとおりであり、収入済額は、前年度

円に比べ 円 増加している。

収入未済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。

徴収率については、前年度 に比べ ％上昇している。

国民健康保険税は、本事業における自主財源の根幹をなすものであるので、今後とも

徴収率の向上、収入未済額の解消により一層の努力されることを望む。
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３．特別会計

概要

特別会計は５会計からなり、これらの予算現額の総額は 円となっている。

決算収支の状況は次表のとおりであり、歳入歳出決算額は、歳入 円、歳

出 円で、差引きした形式収支は 円の黒字となっている。

この形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源 円を控除した実質収支も 円

の黒字となっている。

また､実質収支から前年度実質収支 円を差し引いた単年度収支は

円の黒字となっている。

なお、一般会計からの繰入金は 円で、前年度 円に比べ

円 増加している。

特 別 会 計 決 算 収 支 の 状 況
（単位 円）

区 分 年度 歳入決算額 歳出決算額
歳入歳出

差引残額

翌年度へ繰り

越すべき財源
実質収支 単年度収支

国民健康保険 △

差引 △ △

後期高齢者

医療

差引

介 護 保 険 △

差引

介護サービス

事業

差引

公共下水道

事業
△

差引 △ △

合 計 △

差引 △ △
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国 民 健 康 保 険 税 収 入 の 推 移
（単位 円・％）

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額
不 納

欠損額

収 入

未済額
徴収率

収入済額

の前年度

対 比

令
和
２
年
度

現年課税分

滞納繰越分

合 計

令
和
３
年
度

現年課税分

滞納繰越分

合 計

令
和
４
年
度

現年課税分

滞納繰越分

合 計

不納欠損額の内容は次表のとおりであり、本年度の不納欠損額は、前年度 円

に比べ 円 増加している。

内訳は、次表のとおりである。

不 納 欠 損 額 の 内 容
（単位 件・円）

区 分 法
※

第
１

１５条の７第４項 法
※

第
２

１５条の７第５項 法
※

第
３

１８条 合 計

件 数

金 額

※１ 法第１５条の７第４項は、滞納処分の執行停止から３年間継続したもの

※２ 法第１５条の７第５項は、滞納処分の執行を停止した場合で、徴収金が限定承認に係るものであるか、

徴収することができないことが明らかなもの

※３ 法第１８条は、法定納期限から５年間経過したもの
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県支出金
（単位 円・％）

区 分 令和４ 年 度 令和 ３年 度 増 減 額 前年度対比

県 補 助 金 △

歳出
（単位 円・％）

予算現額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

△

支出済額の主なものは、職員給与 円、保険給付費 円、国民健

康保険事業費納付金 円である。

保険給付費、国民健康保険事業費納付金の支出状況は次表のとおりである。

保 険 給 付 費 の 支 出 状 況
（単位 円・％）

区 分 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 増 減 額 前年度対比

療 養 給 付 費 △

療 養 費 △

審査支払手数料

高 額 療 養 費 △

出産育児一時金 △

葬 祭 費 △

傷 病 諸 費

合 計 △
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国 民 健 康 保 険 税 収 入 の 推 移
（単位 円・％）

区 分 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額
不 納

欠損額

収 入

未済額
徴収率

収入済額

の前年度

対 比

令
和
２
年
度

現年課税分

滞納繰越分

合 計

令
和
３
年
度

現年課税分

滞納繰越分

合 計

令
和
４
年
度

現年課税分

滞納繰越分

合 計

不納欠損額の内容は次表のとおりであり、本年度の不納欠損額は、前年度 円

に比べ 円 増加している。

内訳は、次表のとおりである。

不 納 欠 損 額 の 内 容
（単位 件・円）

区 分 法
※

第
１

１５条の７第４項 法
※

第
２

１５条の７第５項 法
※

第
３

１８条 合 計

件 数

金 額

※１ 法第１５条の７第４項は、滞納処分の執行停止から３年間継続したもの

※２ 法第１５条の７第５項は、滞納処分の執行を停止した場合で、徴収金が限定承認に係るものであるか、

徴収することができないことが明らかなもの

※３ 法第１８条は、法定納期限から５年間経過したもの
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国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金
（単位 円・％）

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減 額 前年度対比

医療給付費分

後期高齢者

支 援 金 分
△

介護納付金

合 計

なお、国民健康保険事業の推移は、次表のとおりである。

国 民 健 康 保 険 事 業 の 推 移

区 分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

平 均 加 入

世 帯 数
（世帯）

平 均

被 保 険 者 数
（人）

１世帯当たり

保 険 税 額
（円）

１ 人 当 た り

保 険 税 額
（円）

受 診 率 （件）

１ 件 当 た り

費 用 額
（円）

１ 人 当 た り

費 用 額
（円）

１ 人 当 た り

保 険 給 付 費
（円）
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（２）後期高齢者医療特別会計

（単位 円・％）

予 算 現 額

決 算 額

歳 入
対予算

執行率
歳 出

対予算

執行率
差 引 残 額

差引残額 円から、前年度実質収支 円を差し引いた単年度収支は

円の黒字となっている。

歳入
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円（ ％）増加している。

収入済額の主なものは、後期高齢者医療保険料 円であり、一般会計からの

繰入金は 円で、前年度 円に比べ 円（ ％）減少して

いる。

後期高齢者保険料収入済額は、前年度 円に比べ 円（ ％）増

加している。

歳出
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

支出済額の主なものは、職員給与 円、後期高齢者医療広域連合納付金

円である。
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国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金
（単位 円・％）

区 分 令和４年度 令和３年度 増 減 額 前年度対比

医療給付費分

後期高齢者

支 援 金 分
△

介護納付金

合 計

なお、国民健康保険事業の推移は、次表のとおりである。

国 民 健 康 保 険 事 業 の 推 移

区 分 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

平 均 加 入

世 帯 数
（世帯）

平 均

被 保 険 者 数
（人）

１世帯当たり

保 険 税 額
（円）

１ 人 当 た り

保 険 税 額
（円）

受 診 率 （件）

１ 件 当 た り

費 用 額
（円）

１ 人 当 た り

費 用 額
（円）

１ 人 当 た り

保 険 給 付 費
（円）
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（３）介護保険特別会計
（単位 円・％）

予 算 現 額

決 算 額

歳 入
対予算

執行率
歳 出

対予算

執行率
差 引 残 額

差引残額 円から、前年度実質収支 円を差し引いた単年度収支は

、 円の黒字となっている。

歳入
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
徴 収 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 増加している。

収入済額の主なものは、介護保険料 円、支払基金交付金 円で

あり、一般会計からの繰入金は 円で、前年度 円に比べ

円 増加している｡

介護保険料収入済額は、前年度 円に比べ 円（ ％）減少して

いる。

歳出
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

支出済額の主なものは、職員給与 円、保険給付費 円である。
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（４）介護サービス事業特別会計
単位 円・％）

予 算 現 額

決 算 額

歳 入
対予算

執行率
歳 出

対予算

執行率
差 引 残 額

差引残額 円から前年度実質収支 円を差し引いた単年度収支は

円の黒字となっている。

歳入
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 ％ 増加している。

収入済額の主なものは、介護・予防給付費収入金 円である｡

歳出
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対比

支出済額の主なものは、介護サービス事業費 円である。
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（３）介護保険特別会計
（単位 円・％）

予 算 現 額

決 算 額

歳 入
対予算

執行率
歳 出

対予算

執行率
差 引 残 額

差引残額 円から、前年度実質収支 円を差し引いた単年度収支は

、 円の黒字となっている。

歳入
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
徴 収 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 増加している。

収入済額の主なものは、介護保険料 円、支払基金交付金 円で

あり、一般会計からの繰入金は 円で、前年度 円に比べ

円 増加している｡

介護保険料収入済額は、前年度 円に比べ 円（ ％）減少して

いる。

歳出
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

支出済額の主なものは、職員給与 円、保険給付費 円である。
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（５）公共下水道事業特別会計
（単位 円・％）

予 算 現 額

決 算 額

歳 入
対予算

執行率
歳 出

対予算

執行率
差 引 残 額

差引残額 円から、前年度実質収支 円を差し引いた単年度収支は

円の黒字となっている。

歳入
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。

収入済額の主なものは、下水道使用料 円、繰入金 円、町債

円である。

歳出
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

△

支出済額の主なものは、職員給与 円、下水道事業費 円、公債

費 円である。
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４．財産に関する調書

（１）公有財産

区 分 前年度末現在高 期間中増減 令和４年度末現在高

土 地 ㎡ ㎡ ㎡

建 物 ㎡ ㎡ ㎡

物 権 ㎡ ㎡ ㎡

有 価 証 券 円 円 円

出資による権利 円 円 円

ア 土地

増減はなかった。

イ 建物

増減はなかった。

ウ 物権

増減はなかった。

エ 有価証券

円増額した。

オ 出資による権利

増減はなかった。

（２）物品

物品等の購入及び管理については、適正な運用がなされている。常に台帳と照合

を行い現品の有無を確認すること。

（３）基金 （単位：円）

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 令和４年度末現在高

財 政 調 整 基 金

介 護 保 険 基 金 △

遺 児 高 校 入 学 祝 金

支 給 事 業 基 金
△

教 育 施 設 整 備 基 金 △

公共施設等保全整備基金

森林環境譲与税基金

豊 山 町 町 制 施 行

周年記念事業基金
△

合 計
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（５）公共下水道事業特別会計
（単位 円・％）

予 算 現 額

決 算 額

歳 入
対予算

執行率
歳 出

対予算

執行率
差 引 残 額

差引残額 円から、前年度実質収支 円を差し引いた単年度収支は

円の黒字となっている。

歳入
（単位 円・％）

予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額
収 入 率

対予算 対調定

収入済額は、前年度 円に比べ 円 減少している。

収入済額の主なものは、下水道使用料 円、繰入金 円、町債

円である。

歳出
（単位 円・％）

予 算 現 額 支 出 済 額
翌年度

繰越額
不 用 額 執行率

前 年 度

支出済額
増 減 額

前年度

対 比

△

支出済額の主なものは、職員給与 円、下水道事業費 円、公債

費 円である。
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（４）町営住宅敷金及び利子 （単位：円）

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 令和４年度末現在高

敷 金

利 子

合 計
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む す び

以上、令和４年度決算審査について、その概要の報告を行ってきたが、最後に総括

的な意見を述べて本決算審査の結びとする。

一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 の 決 算 総 額 は 、 歳 入 円 、 歳 出

円、歳入歳出差引額 円で、翌年度へ繰り越すべき財源

円を差し引いた実質収支額は、 円の黒字を計上した。

一般会計において対前年度比でみると、歳入では自主財源の柱である町税収入にお

いて、個人町民税 円の増額、法人町民税は 円の減額となった。

また、固定資産税は 円の増額となり、全体では 円（ ％）の減

額となった。

歳出では、前年度に比べ増加した主なものは、総務費 円、土木費

円、教育費 円であった。

一方、前年度に比べ減少した主なものは衛生費△ 円、民生費△

円、商工費△ 円となり、全体では 円の減少となった。

また、一般会計の実質収支額は、翌年度へ繰り越すべき財源 円を差し引

いても 円の黒字となっている。

特別会計については、５会計が設けられており、実質収支額はいずれも黒字となり、

設置目的に則した運営が行われているものと認められる。

財政状況を分析してみると、財政上の能力を示す財政力指数は で、前年度と比

べ、 ポイント増加した。財政構造の弾力性を判断する経常収支比率は ％で、

前年度と比べ、 ポイント増加しているが、概ね健全な財政運営が図られていると認

められる。

町税の収入未済額については、 円で、前年度に比べ 円の増額

となっている。収納率は ％で前年度と同水準であり、収納率向上への努力が認め

られる。税負担の公平性、財源確保の観点から、効果的かつ効率的な徴収対策を実施

するなど、収入未済額の縮減に努められたい。

歳出では、子育て世帯への臨時給付金、コロナワクチン接種委託料の減少のほか、

効率的・効果的な予算執行に職員一人ひとりが心がけてきた結果、歳出減少につなが

ったものと考える。一方、不用額については、全体で 円、前年度と比べ

円増加している。毎年、同じような不用額を出す例もあり、当初予算の圧

迫につながりかねない。今後もより一層、適正な予算管理に努められることを望む。

また、毎年交付する団体への補助金について、毎年定額で補助する例、収支報告や

実績報告の受領が無い例、公共施設の使用料を徴収していない例が散見された。これ
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（４）町営住宅敷金及び利子 （単位：円）

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 令和４年度末現在高

敷 金

利 子

合 計
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らの課題は早期に整理し、収支報告、実績報告に基づき事業内容に見合う適正な補助

額を交付し、効果的かつ効率的な予算執行に努められたい。

経済状況は厳しさを増している。既住の資源高の影響や通商問題の動向、海外経済

の回復ペースの鈍化、労働力問題などが山積し、財政健全化のためにあらゆる情報収

集に努められたい。本町では、県が進めている基幹的広域防災拠点の整備に合わせた

避難所及び賑わい施設の整備、子どもを育てやすい環境の整備、デジタル化の推進等、

多くの事業が予定されている。各事業について経費を的確に把握し、事業の重要性・

有効性を検証し、効率的・効果的な財政運営に努められたい。

令和５年度においても第５次総合計画を推進し、切れ目なく安心して住み続けたい

まちに向けて引き続き自主財源の確保に努め、健全な行財政運営が遂行されることを

期待し決算審査の意見とする。
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